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第１章 能力開発ビジョン策定の趣旨

１ 目 的

時代を切り開く職員を養成する””

「時代の変化に即応する柔軟な発想を持ち、将来を見据えて県行政のあり方を

自分自身で深く考え、革新的な企画・立案を行い、それを粘り強く実施していく職員」

少子・高齢化社会の到来、環境への関心の高まり、経済のグローバル化、

住民ニーズの多様化など、これまで経験したことのない先行き不透明な時

代を迎えています。

また、地方分権改革において、市町村合併が進展し、都道府県合併、道

州制の検討が進められる中で、今後県の担うべき役割についても、適時適

切に見直しながら対応していくことが必要となっています。

一方、長期化する不況や国の三位一体改革の影響などによりかつてない

ほど厳しい財政運営を余儀なくされ、限られた財源と人員で、多様な行政

ニーズに的確に対応していく必要に迫られています。

このような中で、「世界に光る奈良県づくり」を推進することが求めら

れており、そのための「基本計画」とこれを達成するための「戦略」が必

要となります。

平成１８年度からは、３０年先の奈良県の未来目標や方向性を設定した

「やまと２１世紀ビジョン」の取り組みが、スタートします。また、平成

２２年（２０１０年）には国内外に向けて奈良県の新たな飛躍の基盤とな

るプロジェクト「平城遷都１３００年記念事業」が予定されています。

このような状況の下、本県が広域的な自治体として、総合的な地域経営

の責任を果たし、存在感を高めていくためには、職員一人ひとりが能力開

発に取り組むことはもちろん、県政の目標達成に向けて、職員の意欲と能

力を最大限に引きだし、組織力の向上につなげる仕組みを構築していくこ

とが不可欠です。

今回策定する「奈良県職員能力開発ビジョン」は、人材こそが最大の経

営資源であるとの認識に立ち、職員の意識改革を促すとともに総合的かつ

中長期的な観点に立って組織の総合力を高め、職員の能力開発・向上を図

っていくことを目的に策定するものであり、本県のきわめて重要な「人材

戦略」のひとつに位置づけられるべきものです。

本ビジョンに沿って、職員自身が、上司が、所属が、そして自治能力開

発センターが一丸となって、総合的に職員の能力開発を進め、”時代を切

り開く職員を養成する”ことをめざします。
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※職員研修の使命

職員研修は、職員に対して、職務遂行上必要な能力開発の方向性を提示し、

その機会を提供し、組織的能力の向上をめざした職員の能力開発を支援する

ことをその使命とする。

２ 人材育成を取り巻く環境の変化と課題

（１）社会経済環境の変化

社会経済環境等の変化のポイント 環境等の変化が求めるもの

①地方分権の進展による地方の自律性 職員の主体的・積極的な行動が求められる

②情報化の進展と行財政システム変革 行政の役割、コスト・効率性が問われる

③行政課題の高度化、専門化 職員の専門性を高める系統的な人材育成

④公務員制度の改革 能力・実績重視の人事管理システムの整備

⑤少子高齢化と職業意識の変化 仕事を通じての自己実現ややりがい感

（２）本県における課題（資料編 参照）

課 題 項 目 内 容

団塊の世代の経験・知識の伝承と①スリムな行政組織といびつな年齢構成

職員一人ひとり及び組織の能力向上( )新定員削減計画による職員数の計画的削減と団塊世代の大量定年退職

②行政課題の高度化に対する専門性向上 専門職種の職員に対する専門研修の実施

職員の専門性を高める系統的な人材育成③研修成果の活用と人事との連携

④職員の能力開発への意識づけ 職員のキャリア形成意識の向上

⑤職場の人材育成力の強化 後継世代のマネジメント能力の養成



- 4 -

第２章 人材育成の目標とする職員像

１ 求められる職員像

「奈良県人材養成基本方針」（平成１２年３月策定）から
「求められる職員像」①
ア 広い視野と多くの経験､専門分野についての高度な知識と技術を持つ職員
イ 中 長 期 的 な 視 点 で 、 県 政 の 課 題 に 果 敢 に チ ャ レ ン ジ す る 職 員
ウ 県民ニーズ等への鋭敏な感性を持ち、県民の立場で公務を担う職員
エ コ ス ト 意 識 を 持 っ て 、 計 画 的 ・ 効 率 的 に 業 務 を 遂 行 す る 職 員
オ 常に問題意識を持ち、高い目標と新しい発想で仕事に取り組む職員
「求められる管理監督者像」②
カ 経営感覚で業務目標を管理し、組織全体をマネジメントする
キ 健康管理にも十分配意しながら､職員の持つ能力を最大限に引き出す
ク 自己啓発に積極的に取り組むことのできる職場環境を醸成する

２ 求められる能力

求められる職員像に示された人材育成を目指して、次の視点から必要な

能力開発を進める。

ア 広い視野と多くの経験､専門分野についての高度な知識と技術を持つ職員

国際的な視点から県民の視点までの幅広い視点で高度・専門化する行政課題に対

して、的確に応えることができる高い専門的知識・技能を持った職員

［必要な能力・資質］

○県職員としての必要な知識

○県の基本実務

○情報機器の基本操作

○業務関連（専門）知識

イ 中 長 期 的 な 視 点 で 、 県 政 の 課 題 に 果 敢 に チ ャ レ ン ジ す る 職 員

時代の変化を的確に捉え、新たな行政課題等に対して果敢にチャレンジし、実行

することができる職員

［必要な能力・資質］

○プレゼンテーション力

○判断力・意思決定力

○計画力

ウ 県民ニーズ等への鋭敏な感性を持ち、県民の立場で公務を担う職員

県民ニーズや地域の課題を的確に把握し、常に「県民の視線」「県民の満足度の

向上」を考え、活動する職員

［必要な能力・資質］

○公務員意識

○人権意識

○接遇

○コミュニケーション力
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エ コ ス ト 意 識 を 持 っ て 、 計 画 的 ・ 効 率 的 に 業 務 を 遂 行 す る 職 員

行政のコストと効果を考え、「最少の費用で最大の成果」を目指して活動する経

営感覚を持った職員

［必要な能力・資質］

○行財政改革意識

○情報収集・分析力

○計画力

○管理力

オ 常に問題意識を持ち、高い目標と新しい発想で仕事に取り組む職員

時代の変化を的確に捉え、既成概念にとらわれない柔軟な発想等を持って、目標

を設定しながら仕事を進めることのできる職員

［必要な能力・資質］

○問題発見力

○企画力・構想力

カ 経営感覚で業務目標を管理し、組織全体をマネジメントする

［必要な能力・資質］

○統率力

○管理力

キ 健康管理にも十分配意しながら､職員の持つ能力を最大限に引き出す

［必要な能力・資質］

○管理力

○指導・育成力

ク 自己啓発に積極的に取り組むことのできる職場環境を醸成する

［必要な能力・資質］

○管理力

○指導・育成力

これらの求められる能力を人事評価制度の「能力評価項目（知識・技能、

業務遂行能力、折衝・調整力、管理監督能力）」に基づいて各能力の構成要

素ごとに整理すると、次の「求められる能力一覧」のように分類・整理する

ことができます。
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［求められる能力一覧］

能 力 説 明
構 成 要 素

① 知識・技能 仕事をするうえでの基礎、土台となる能力

a 公務員意識 ・公私にわたり、社会の模範となる行動がとれる

・自己の立場と役割を自覚し、公正・誠実・明朗に

業務を行うことができる

b 人権意識 ・正しい人権意識を持ち、適切な行動がとれる

c 行財政改革意識 ・県民の視点に立って業務を行うことができる

・県財政の現状を理解し、コスト意識をもっている

・行財政改革の必要性を理解している

d 接 遇 ・適切な言葉遣いと態度で応対できる

e 県職員に必要な知識 ・奈良県についての知識がある

・県の組織と仕事を理解している

・県行政の方向性と組織目標を理解している

・地方自治制度、地方公務員制度、情報公開制度等

の基本的な制度を理解している

f 県の基本実務 ・文書実務を理解している

・会計実務を理解している

・行政手続を理解している

g 情報機器の基本操作 ・交流ネットが使える

・ワープロソフトで文書作成できる

・エクセル等の表計算ソフトが使える

・アクセス等のデータベースソフトが使える

・ホームページを作成できる

h 業務関連(専門)知識 ・担当業務の目的・意義を理解している

・担当業務に必要な知識がある

・担当業務に関する法令・制度を理解している

・担当業務の最新知識を吸収している

・関連分野の知識を吸収している

② 業務遂行能力 自分で考え、説明し、実行し、完結させる能力

a 情報収集・分析力 ・情報源の所在等の知識がある

・情報源を積極的に開発している

・的確な情報分析ができる

b 問題発見力 ・常に問題意識を持ち、問題点を把握できる

・取り組むべき政策課題を把握できる

c 企画力・構想力 ・担当業務の改善案を提示できる

・担当業務の政策課題の施策・事業を立案できる

・担当業務における組織ビジョンを提示できる

d プレゼンテーション力 ・わかりやすく、聞きやすい説明ができる

・わかりやすく、見やすい資料が作成できる

・論理的で説得力ある説明や資料作成ができる

・組織内外に対して、状況に応じた的確な説明がで
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きる

e 判断力・意思決定力 ・公正・妥当な判断・決定ができる

・優先順位を決め、必要条件を決定できる

・総合的見地で、一貫性のある判断・決定ができる

・時機を逸しない判断・決定ができる

f 計画力 ・プロジェクトや行事に関して長期・短期の計画を

立て、これに従って業務を進めることができる。

・潜在的な、または起こりうる問題を予測し、対処

することができる

g 確認力 ・業務内容の正確性を期すことができる

・業務の適切なチェックができる

・適時適切な報告・連絡・相談ができる

③ 折衝・調整力 他の人を相手に円滑に仕事をする能力

a コミュニケーション力 ・効果的な傾聴・質問ができ、相手の考えを正しく

理解することができる

・情報や考え方を簡潔・明確に伝え、内容を相手と

共有することができる

・機転を利かしながら、礼儀正しく、相手の立場を

尊重した応対ができる

b 折衝力 ・相手との意見の相違を整理できる

・適切な自己主張をし、内容を高めることができる

c 調整力 ・対立する意見や利害を整理できる

・関係機関・団体等の理解を得て、必要な調整をする

ことができる

・納得の得られる解決案や方向性を提示できる

④ 管理監督能力 職員の能力を引き出しながら仕事を進める能力

a 統率力 ・ビジョンを示し、他者に刺激を与え、導くことが

(リーダーシップ) できる

・業務や問題点に関して適切な指示ができる

・職員の連帯・チームワークを引き出せる

b 管理力 ・職員に責任感を持たせ、業務に参加させ、完了さ

せることができる

・業務処理の内容を審査・点検できる

・業務の進捗状況を把握し、適切な指導ができる

・適切な評価と業務配分ができる

・明るく健全な職場の雰囲気づくりができる

・職員の健康管理ができる

c 指導・育成力 ・職員に進歩向上したい気持ちを持たせることがで

きる

・職員の意欲、能力、適性等を理解している

・職員を育成する視点から業務配分と指導ができる

・研修機会の付与、自己啓発の奨励ができる
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３ 人材育成の視点

地方分権時代において、時代を切り開いていくことのできる高い意欲と

能力を持った職員の育成をめざして、行政経営を担う多彩な人材を次の視

点から育成します。

人材育成の視点 説 明

①業務について幅広 担当業務について、要求される県民ニーズに応じて、
い基礎能力を備え 的確な県民サービスを提供できる職員
た職員

②専門性を備えた職 専門的な視点から、多様化・高度化する行政課題に的
員 確に応えられる職員

③政策形成ができる 幅広い視野を持ち、地域や県民のニーズを的確に捉
職員 え、総合的な施策・事業を立案、推進できる職員

④目標管理ができる 先見性と高い識見を備え、的確な判断力を持ち、部下
職員 の能力を開発・活用しながら円滑に業務目標を達成し

ていくことができる職員

－均一化から多様化へ－４ 求められる様々なタイプの人材

従来は、多様な分野に広く浅く通常のレベル以上の知識を持ち、いろい

ろな意見を取りまとめて、組織を運営する「組織運営タイプの人材」（ゼ

ネラリスト）が求められてきました。しかし、これからは単なるゼネラリ

ストではなく、次のような専門性、スキル、ノウハウ等を持つ人材が必要

となっています。

人材タイプ例 説 明

若手のプロジェクトリーダー課題創造タイプの人材
職位に関わらず、自ら情報を集め、課題を発見・

創造し、施策や事業として実践していく人材

政策ビジネスリーダー革新推進タイプの人材
中長期的な視野を持ち、既存事業だけでなく、常

に新たな事業を形成し、積極的にリスクを引き受け
チャレンジしていく人材

スペシャリストやエキスパート業務推進タイプの人材
担当する専門業務を円滑かつ確実に遂行する、庁

内外で通用する人材

協働コーディネーター県民参加推進タイプの人材
政策形成の過程はもちろん、各種計画策定や実施

の場面で、県民の声に耳を傾け、県民の知恵を吸収
することにより、単なる行政サイドの論理だけでな
く県民・行政のパートナーシップを築くことができ
る人材
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第３章 人材育成における職員研修による能力開発

１ 基本的な枠組み

職員研修は、人事制度における人材育成と連携を図り、職員の能力

と意欲を高めるため、個々の研修手段を総合的に組み合わせ活用する

ことにより、職員の能力開発を推進します。

職員研修が組織目的の達成に向けて、職場外研修（センター研修、派遣

研修）、部局・職場研修及び自己啓発という能力開発のための３つの柱の

位置づけを明確にすることにより、それぞれの研修が、人事制度とも関係

しながら相互に連携・補完しあう合理的な研修体系を構築します。

自己啓発
（職員）

部局・職場研
修（部局職場）

人事制度
（人事課）

職場外研修

センター研修
（自治能力）

派遣研修
（人事・各部局・
センター）

職員の意識づけ
自己啓発の支援

機会の提供
自己啓発の支援

成果の活用
実施部門との連携

管理監督者の意識づけ
成果の活用

職員の意識づけ
成果の活用

相互連携

人材育成における職員研修の連関図
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２ 能力開発の推進方策

最少のコストで最大の効果をあげる効率的な行政経営を推進するためには、

職員一人ひとりがその能力を伸ばし、職務において持てる能力を最大限に発

揮していくことが必要です。組織としても職員が自分の役割や責任を自覚し、

自ら考え、自ら行動するとともに、自らがめざす職員像に向かって、主体的

に能力開発に取り組んでいくことを支援する必要があります。

そこで、１８年度から年度当初に個々の職員と上司が話し合い、今後伸ば

すべき能力及びその達成目標を共通認識として設定し、目標達成に向け自己

啓発やセンター研修への参加、あるいは業務を通じて、個々の職員の能力伸

張を図ることを目的に「能力開発シート」を導入します。

基本的な方向

職員一人ひとりの能力開発に着目した継続的・体系的な人材育成の実施

核となる施策

人事評価と連動した能力開発マネジメントシステム

－「能力開発シート」を活用した人材育成－

・部下の伸ばすべき能力や補強すべき能力を(1)能力の現状認識
相互認識(面談）

・開発能力項目・目標設定及び開発計画の作成(2)能力開発シートの作成
取組手段・方法（センター研修、派遣研修、

自己啓発、職場研修、業務）

・部下は研修受講など能力開発計画の実践(3)能 力 開 発 の 実 践
・上司はＯＪＴによる指導・支援

・部下は研修成果を業務に活用(4)業 務 の 遂 行
・上司は研修効果の把握（行動事実の記録）

・部下は能力開発シートの自己評価(5)能 力 評 価 の 実 施
・上司は能力評価結果を人事評価に反映させる
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第４章 職員研修による能力開発の施策体系

１ 施策体系

意欲と能力を高める育成・研修の推進

センター研修の充実 ●階層別研修のスリム化と能力開発研修の充実

●分権時代に必要とされる能力に対応した研修の充実

●採用から退職までを見据えたキャリア開発支援

●若手職員の早期戦力化のための研修の導入

●大学との連携による職員の能力開発の推進

の強化●研修成果の定着と実務への活用を図る取組

派遣研修の拡充 ●人事と連動した派遣目的と活用策の明確化

●高度な専門性を備えた職員の養成

職場研修の活性化 ●目標管理型の職場研修の推進

●職場研修に関する相談・支援体制の整備

●職場に活かされる実践的な研修の実施と研修成果

のフィードバック

●部局・分野別の専門スタッフの体系的育成

多様な自己啓発支援 ●多様な自己啓発を可能とする環境づくりと

自己啓発に関する相談・支援体制の整備

人事管理との連携 ●人事評価と連動した能力開発の推進

●経歴管理による計画的・系統的な能力開発の推進

２ 能力開発型新研修体系イメージ図（資料）
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第５章 職員研修による能力開発のための具体的な取組方策

１ 自治能力開発センター研修の充実

センター研修は、職員に共通して求められる基本的な資質・能力の向上や、

時代の変化に対応できる専門的知識・技能の修得を図る役割を担います。

自治能力開発センター研修

（基礎能力の明確化と能力に対応した研修カリキュラムの体系化）

職位基本研修（指名必修制）･････ 役割の理解と基礎知識の修得

能力開発研修（公募選択制）･････ 課題・目標に応じた能力開発

職員に共通して求められる基礎能力を明確にし、各職位ごとに必要とさ

れる基本的な能力や知識・技術の修得を目的とする職位基本研修と、職員

の能力や意欲に応じて、業務上の課題解決や目標の達成、県民サービスの

向上に向けて、主体的に能力開発に取り組める能力開発研修を実施します。

（１）階層別研修のスリム化と能力開発研修の充実

全員一律型の研修を見直し、「個人」に着目した研修体系の構築を図る

ため、階層別研修をスリム化するとともに、次の職位に求められる能力を、

その職位に就く前に自主的に選択して修得できる能力開発研修を体系化し

ます。

・個人の自律的な能力開発を重視し、職員のキャリア開発を一つの柱と

して再構築します。

・個人の成長過程及びキャリアプランに対応した研修メニューの設定

◇研修に主体的に参加するための動機づけと意識改革

研修生のやる気や意欲を喚起し、主体的に参加する研修の実現のため

に積極的な動機づけに努めます。

・研修オリエンテーションの強化（研修の目的・ねらい）

◇自治体職員としての基本的資質の向上を図る研修の徹底

県民全体の奉仕者として必要な知識・能力を修得する研修を実施しま

す。

○公務員倫理の徹底

常に全体の奉仕者である公務員としての使命感と公正な立場で職務

を遂行する高い倫理観の徹底を図る研修を実施します。
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○県民に好感・満足を与える接遇の強化

県民満足度の重要性を認識し、その原点とも言うべき接遇の基本的

知識・技術と態度を修得する研修を強化します。

◇能力開発研修カリキュラムの体系化

研修に対する職員の主体的な取り組みを動機づけるため、職員が現に

担当する職務や達成すべき業務上の目標、または将来ビジョンとの関連

の中で、意欲や能力・適性に応じて計画的・選択的に参加できる研修を

実施します。

各職位の役割遂行に必須の能力を昇任前に主体的に修得させるため、

職位基本研修の選択制研修科目と併用します。

（２）分権時代に必要とされる能力に対応した研修の充実

分権時代に必要とされる視点や能力を育成するとともに、多様化・高

度化する県民ニーズに対応した行政サービスを提供するために、新しい

知識と柔軟な発想ができる能力を修得する研修カリキュラムを充実しま

す。（入門から実践まで段階的な研修コースの設定）

経営マネジメント研修○経営意識とニューパブリックマネジメント

政策形成研修○政策形成を支える能力の向上

ＩＴスキル研修○情報活用能力の向上

語学スキル研修○国際化対応能力の向上

（３）採用から退職後までを見据えたキャリア開発支援

人生８０年時代にあって退職後の仕事人生の過ごし方及び仕事人生を

終えた後の地域活動などの社会との関わりの持ち方は、第２の人生を充

実させるための課題であり、現職時からしっかり計画を立て努力するこ

とが必要です。

キャリアプランは第２の人生も含めた人生設計を切り離して考えるこ

とはできません。

◇職員のライフプランを支援する取組の実施

退職後を見据えたキャリア開発研修の実施等、職員の能力開発は短期

的な視野に留まらず将来まで意識した長期的な視野で考えることが必要

であり、働きがいに加え、生きがいを意識するキャリア開発を支援しま

す。

◇研修受講履歴の個別管理と活用

職員一人ひとりの受講履歴等をコンピュータで管理し、センターが把

握するだけでなく、各所属や本人にも必要に応じて情報提供し、計画的
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な能力開発及び能力の活用を図ります。

◇職員のキャリア形成意識の醸成

職員が主体的に能力開発に取り組むというキャリア形成意識の醸成を

図り、若手職員から中堅職員の専門性を向上させることに重点をおいた

研修を実施します。

（４）若手職員の早期育成を図るための研修の実施

◇若手職員育成強化プログラムの実施

新規採用職員は採用後数ヶ年間（主査昇格まで）を重点育成期間とし、

若手職員に対する能力開発機会を充分に確保・提供することで、早期戦

力化を図ります。

◇トレンドセミナーの開催

時代の潮流をとらえたテーマで、知的刺激のある講演・セミナーを実

施します。

◇新規採用職員指導者による指導・育成

初任配属先での経験は、組織人としての基礎的な能力に大きな影響を

及ぼすことから、新規採用職員指導者による日常業務を通じた指導・助

言の充実を図り、職場適応力と職務遂行能力の開発・定着を行います。

◇採用前の自己啓発支援

入庁までの間に、県職員に必要な知識に関する学習教材の提供を行い

ます。

（５）大学との連携による職員の能力開発の推進

◇県内各大学の特色ある専門分野の知的資源（人材・教育施設）を活用し

た研修プログラムを大学組織と共同で開発し、効果的な職員研修の実施

を進めます。

（６）研修成果の定着と実務への活用を図る取組の強化

◇一般的講義中心の座学型研修から議論・意見交換を中心とした参加型研

修へのシフトによる多様な発想・考え方を育成します。

◇事前課題や事後課題による研修成果の実務への活用・定着を促進します。

◇研修成果の確認や研修アンケートの記入等のために研修振り返り時間を

設けます。
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２ 派遣研修の拡充

派遣研修 職務に関する高度な専門性・先端知識と国際的視野の獲得

行政経営や国際化に対応した幅広い視野などの育成の視点で、政策形成

や組織運営の中核を担う職員を育成するため、早い段階から計画的な人材

育成の推進を図り、人事ローテーションの一環として、職員の能力と意欲

に応じ、海外、大学院、自治大学校、民間企業等への派遣を行います。

（１）人事と連携した派遣目的と活用策の明確化

研修の成果が業務遂行に十分活用されるよう、派遣の趣旨・目的の明確

化と職員への意識づけ、成果を活かせる職場への配属に努めます。

（２）高度な専門性を備えた職員の育成

＜長期派遣研修＞

政策形成、行財政運営及び個別の行政課題に対応した高度な専門知識を

持つ人材や国際化の進展に対応した世界的な視野と語学力を持った人材を

育成するため、職員の意欲と能力・適性に応じ、人事ローテーションの一

環として長期派遣研修を実施します。

○行財政運営の知識と政策形成手法

政策形成に関する最先端の専門知識を学ぶとともに、県の政策課題に

関する研究を進め、政策形成に関するスペシャリストを養成します。

○世界的な視野と語学力

国の省庁やＪＩＡＭなどの海外派遣プログラム等に職員を派遣し、国

際交流を支える世界的な視野と語学力を養成します。

○行政課題に対応できる高度な専門知識

・大学院等への長期派遣を通じて、行政課題に対応した高度な専門知識

・ノウハウを持った職員を育成します。

・試験研究機関の職員を大学院に派遣することにより、大学院と連携し

た課題研究を進めるとともに、最先端の能力を持った職員を育成しま

す。

＜短期派遣研修＞

○民間企業等への派遣の充実

民間企業等における実務体験を通じて経営感覚を養うとともに、視野

を拡大することを目的として民間企業への派遣研修を実施します。
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３ 部局・職場研修の活性化

職場研修 日常の仕事の過程を通じた能力開発

各職場において、基礎能力の向上とともに、それぞれ特有な分野の専門能力

を向上させるため、必要な能力を明確にし、組織的、意図的、計画的に職場研

修を推進していきます。

センターにおいては、職場研修の方法に関する研修、キーパーソンの育成研

修、職場研修情報の提供など、各部局・職場の職場研修の支援に努めていきま

す。

職場は人材育成の第一線であり、中心的機能を担う部分です。

職場研修の実施にあたっては、職場の上司・部下・同僚が相互に連携し、組

織的・意図的・計画的に行うことが重要となります。

（１）目標管理型の職場研修の推進

業務遂行能力向上の中心的な手段として、職員各自が業務上の課題や能

力向上に関する目標を掲げながらその実現に向けて計画的に取り組み、そ

れを上司が適切に指導・支援していく新しいスタイルの職場研修を組織的

に推進していきます。

◇人事評価制度と連動した能力開発の推進

職員一人ひとりの業務の課題や目標を明確にし、職員と組織の方向性

を一致させるとともに、職員の高い挑戦意欲を引き出すため、人事評価

制度を活用し、職員に対して能力開発の目標や伸ばしていくべき能力を

的確に示します。

◇能力開発シートを活用したＯＪＴの推進

職員が能力開発について上司と話し合い、能力開発のための具体的な

取組方策を能力開発シートにまとめ、職員が職務遂行を通して、効果的

・効率的に能力開発を行うことを支援します。

◇能力開発型ＯＪＴマニュアルの作成と活用

従来の職場の課題解決に視点をあてた職場研修マニュアルとは別に、

部下の能力開発に視点をあてた「職場研修のすすめ－能力開発シート活

用編－」を作成し、管理監督者が部下の能力開発を意図的・計画的・継

続的にすすめることを支援します。

◇職場研修を推進するのに必要な管理職に対する研修の実施

所属長（管理職）が部下の能力開発について面談する際に必要なスキ
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ルや職場研修を推進し、職場のコミュニケーションの活性化を促進する

ための研修を実施します。

◇育児休業終了後の円滑な職場復帰のための支援

育児休業職員がいる職場にあっては、当該所属の長は円滑な職場復帰

のために必要な職務関連情報の提供に努めます。

また、育児休業終了後については、スムーズな業務実施を支援するた

め、必要な指導・支援を、職場研修を通じて実施します。

◇仕事の割り振り・進行管理等仕事の過程を通じた能力開発

問題・課題の把握から事業の実施・評価に至る一連の過程を積極的に

工夫し、活用することによっても人材育成は効果的なものになることか

ら、仕事の割り振り、責任分担、指揮監督、進行管理、権限委譲、情報

の共有化、目標管理等を積極的に工夫し、活用していきます。

（２）職場研修に関する相談・支援体制の強化

職場研修が効果的に行われるために、職場研修の進め方や研修内容の情

報不足に対応するための職場研修情報を積極的に発信します。また、研修

施設や機材等提供を行います。

◇職場研修マニュアルの提供・活用

職場研修を効果的に実施するために、「職場研修マニュアル」の提供

と積極的な活用を進めます。

◇新規採用職員を直接指導する先輩職員の指定

新規採用職員配属所属において、新規採用職員に対してマン・ツー・

マンで指導する先輩職員を指名し、職務の遂行過程で仕事の基本を指導

します。

◇職場研修に関する情報収集・提供

効果的な職場研修の実践事例を庁内 等で紹介します。WEB

◇個別の職場研修に関する相談・助言

職場研修の実施に当たり、研修内容・進め方・講師等に関する相談に

積極的に応じます。

◇研修講師情報、施設・機材・教材の提供

職場研修を効果的に実施するために、職場研修で活用できる講師情報

の提供や、研修室、液晶プロジェクター、ビデオ教材等の積極的な貸し

出しを行います。
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（３）職場で活かされる実践的な研修の実施と研修成果のフィードバック

従来、専門的知識の修得を目的としていた研修を職場･業務との連携を図

るため、各職場のニーズに合わせて、研修成果をフィードバックします。

また、事前学習及び事後課題レポートを適宜導入し、研修内容が一般的

・抽象的なものでなくより実務に則した研修テーマを設定することにより、

研修成果を高めます。

各職場は、研修成果を活用し、職場に必要なマニュアルを作成し、ノウ

ハウの共有化を図ります。

職 場 業務遂行に必要な知識・技術 ノウハウの共有

ニーズ 成果

業務改善・マニュ

アル化研修を通して職場・業務と関連する研修の実施

研修成果をマニュア・業務改善・マニュアル化研修

ル化する・業務研究、政策形成研修

・接遇・マナー研修自治能力開

・資料作成とプレゼン研修発センター

・企業会計手法研修

・設備技術職員研修

・職場研修・コーチング

（４）部局・分野別の専門スタッフの体系的育成

部局研修 担当分野の知識・技術の習得、専門スタッフの体系的育成

部局研修は、職場研修やセンター研修との連携のもとに、事業執行に必

要な能力の開発や専門的知識の修得を図るため、各部局が行う研修であり、

各部局での政策論議を深め、現実の行政課題に即した実践的・専門的な政

策形成能力を開発する機会として、今後も各部局が主体的に実施し、充実

強化していく必要があります。

部局・職種別に求める専門能力の明確化と研修体系の確立◇

各部局が所管する行政分野の専門的な知識・技術は、部局ごとに行う

集合研修や関係機関が実施する研修会等への参加を通じて教育します。

また、各部局が高度な知識・技術を有する専門スタッフを計画的に育
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成するため、求める専門能力を明らかにし、各種研修手段を組み合わせ

た研修体系を確立する場合には、センターは必要に応じて支援します。

（部局人材養成基本方針の策定及び部局専門研修体系の構築支援）

◇部局専門研修の活性化

各部局は所属する職員の育成について独自の研修体系を整理し、ＯＪ

Ｔの充実や職員がより高い専門性を身につけるための高度な研修を導入

するなど部局実施の専門研修の充実を図ります。

（センターは、部局専門研修の実施を支援）

◇部局・職場研修の計画的な実施

各部局・職場が実施する専門研修の体制は、職員が自ら能力開発を計

画することができるよう年度初めに対象職員に十分に周知を図ります。

＜部局・職場が実施する専門研修例＞

職 種 分 野 研 修

行 政 税務 税務研修

法務 法務能力向上研修

パソコン パソコン研修

出納・会計 財務会計研修

農 業 農業 農業技術職員研修

農業土木 農業土木技術職員研修

土 木 土木技術 土木技術職員研修

建 築 建築技術 建築技術職員研修

電気・機械 電気・機械技術 設備技術職員研修
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４ 多様な自己啓発支援

自己啓発は能力開発の基本であるとともに、職務を遂行するにあたり、必

要な知識や能力を認識した上で、職員自らが学びたい時に、自分の理解度・

レベルに応じて自主的主体的に能力開発を行います。

そこで、専門分野の形成・専門性の向上に向けた職員の主体的な取組を促

進するため、引き続き支援措置を講じることを検討します。

（１）多様な自己啓発を可能とする環境づくりと自己啓発に関する相談・支援

体制の強化

能力開発に自ら取り組む職員の意欲を尊重し、主体的に行う自己啓発

活動に対する支援を実施していく必要があります。

◇通信教育受講支援

通信教育受講者に対する支援を実施するとともに、さらに時代のニー

ズに対応した講座の見直しを随時実施します。

◇放送大学受講支援

放送大学受講者に対する支援を実施し、能力開発を支援します。

小集団活動の奨励 自主研究グループ活動に対する支援◇ ・

小集団活動は、行政サービスの質向上や職場活性化が図れることに加

えて、職員の主体的な参加によって、自己啓発と相互啓発が促され、職

員の能力開発推進上極めて効果的なものであることから、これを奨励し

ます。

◇ｅ－ラーニング等情報機器を活用した研修の調査・研究

インターネットなどを利用した研修やｅ－ｍａｉｌでの教材配信、学

習サポートなどの活用についての調査・研究を進めます。

支援◇社会人大学院入学、科目履修等に対する

勤務時間外を活用して夜間大学院等の課程に通学し、修士又は博士の

学位取得に取り組む職員の「仕事と学習の両立」を支援するため、人事

・服務上の配慮措置を検討します。

◇修学部分休業制度の利用促進

大学院への進学や公的な研究機関での研究等を行うため、一定期間休

職して自発的な能力開発に取り組むことができる制度の活用を進めます。
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５ 人事管理との連携

（１）人事評価と連動した能力開発の推進

研修成果を職務の実践に活かし、その成果を適性に評価し、さらに職員

の能力開発・向上への意欲を高揚させる人材育成の観点に立った取組を進

めていきます。

（２）経歴管理による計画的・系統的な能力開発の推進

長期的視野に立って職員の能力開発を図るために、経歴管理による計画

的・系統的な育成を狙いとしたジョブローテーションの実施を検討してい

きます。
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最後に

人を育てる職場環境づくり －学習的職場風土づくり－

（１）職員の役割

①自己の能力を認識

自らの職務の遂行状況を定期的に振り返り、よかった点や反省すべき点

を分析し認識することで、自分の能力や適性を認識するとともに、今後能

力開発に向けて何をなすべきか、常に意識して職務に取り組む必要があり

ます。

②自己のキャリアデザインを描く

能力開発を効果的に進めるために、自己の能力や適性をどのような分野

でどのように活かしてゆきたいのか、将来像を描き、自己啓発に取り組ん

でいくことが重要です。

③自己啓発で自分を磨く

自己啓発は人材育成の基本であり、職員自らが目標を設定し、自己啓発

により能力向上に努め、自ら評価することにより次の能力開発につなげて

いく必要があります。

また、様々な行政課題に適切に対応できる幅広い知識を養うためにも、

常日頃から積極的に自己啓発に取り組む必要があります。

④相互啓発で互いに高めあう

職場は職員の能力開発にとって最も重要な場所です。このため、職員が

活発に意見交換や議論を行い、互いに切磋琢磨する環境づくりに努めるこ

とが重要です。

⑤自己の健康管理

自らの能力を十分に発揮するためには、心身共に健康であることが必要

です。自分の健康は自分で守ることを基本に、日頃から自己の健康管理に

努めることが重要です。



- 23 -

（２）所属長（管理職）の役割

①風通しのよい職場をつくる

職員の能力開発にとって職場環境は大変重要な要素であることから、管

理職は、誰もが働きやすい職場環境づくりを推進することが大切です。そ

のため、日頃から職員との意思疎通を密にし、職員が能力・意欲を十分に

発揮できる風通しのよい職場づくりに努める必要があります。

②職員の能力・適性を把握する

職員の能力・適性を客観的に把握することは、職員の能力開発を進める

上で極めて重要です。管理職は、能力開発や人事評価の際の面談はもとよ

り、日頃からあらゆる機会を通じて職員とのコミュニケーションを確保し、

常に職員の状況の把握に努める必要があります。

③職員の指導育成、能力開発と活用を図る

業務を通して日頃から職員を指導育成することは、職員の能力開発にと

って大きな意味を持ちます。管理職は、職員の能力開発・活用の観点から

事務分担を決定したり、今後伸ばしていくべき能力を見極めて、職員に対

して的確に指導・助言を行う必要があります。

④人を育てる職場風土を醸成する

能力開発の意欲は、職場の雰囲気によっても大きな影響を受けることか

ら、管理職は、職員が相互に啓発しあう職場風土を醸成することが重要で

す。これは、管理職の仕事に対する姿勢、態度や職員の能力開発に対する

理解と配慮などによっても醸し出されることを十分に認識する必要があり

ます。

⑤職員の心身両面の健康管理

職員が心身両面にわたる健康を保持していくためには、職員の健康管理

が、ますます重要となってきます。管理職は、定期健康診断の受診確認や

ストレスを抱える職員の早期発見に努める必要があります。



- 24 -

資料編

課題１ （資料１～２）スリムな行政組織といびつな年齢構成への対応

新定数削減計画による職員数の抑制と団塊の世代の大量定年退職により、

組織全体がスリム化する中で、多様な行政需要に迅速かつ的確に対応するた

めには、効率的で効果的な行政を推進していく必要がある。

職員の年齢構成をみると、団塊の世代（平成１６年度末年齢５３～５７

歳）に大きな山が、２０歳代の職員層に谷がある。団塊の世代が退職を迎え

るまでの今後５～６年間、県組織はかつてない高齢化に直面し、人事の停滞

等による組織活力の低下が懸念される。団塊の世代の経験・知識を活用しつ

つ、後継世代の人材育成を図る取り組みが必要である。

※団塊の世代とは、一般的にはＳ２２～２４年生まれの世代。県庁内ではＳ２２～２６年生まれの職員が

特に多く、この世代がいわゆる県庁での団塊の世代。

資料１ ～「職員の年齢別人員構成の変化予測」グラフ～

資料２～「職員定数増減の推移」グラフ～

職員の年齢別構成の変化予測（Ｈ１７→Ｈ２７）
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多様化・高度化する行政課題に対応する専門性の向上課題２

（資料３）

多様な専門的業務に的確に対応するため、専門性を重視する視点で、細分

化した職種区分により職員を採用し、その大半がそれぞれの専門分野に配属

されている。しかし、行政需要は日々変化していて、限られた人員でこれら

に迅速かつ的確に対応するためには、行政課題に応じた分野ごとの専門性の

向上を図る実務に即した専門研修の実施など具体的な取り組みが求められ

る。

資料３ ～「職種別人員数」グラフ～

研修成果の実務への活用、研修と人事の連携課題３

研修成果は、実際の仕事に活かされてこそ初めて能力の向上につながった

といえる。効果的な能力開発のためには、研修成果を職場研修を通じて仕事

の過程に応用することで身についたものにすることが必要である。

また、研修成果を人事上有効に活用する仕組みや人事評価における職員の

能力の把握・評価を能力開発に連動させる取組を進めていく必要がある。

職種別人員表（平成１７年１０月）

事務, 2207

看護師, 1311土木技師, 472

大学教員, 353

農学技師, 177

医師, 175

林業技師, 151

薬剤師, 144

建築技師, 137

保健師, 85
機械技師, 86

臨床検査技師, 121

診療放射線技師, 82

農業土木技師, 98

電気技師, 80

化学技師, 78

獣医師, 75

准看護師, 65

学芸員, 52

その他, 776

土木技術員, 50
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課題４ （資料４）職員の能力開発への意識づけ

職員自身に自己の能力開発・キャリア形成についての問題意識が希薄で、

発想が乏しい。

能力開発は、長期的な視点を持って進めるべきことであり、また、職員が

自らのあるべき将来像を描きつつ、自主的主体的な努力を続けることが必要

である。計画的、組織的に能力開発を促すためには、組織として職員に求め

る能力を明らかにし、若いうちから職員が自発的に能力向上に努める環境を

整備しておくことが必要である。

資料４ 職員が身につけたい能力・スキル（平成１６年度「職員研修ニーズ調査」結果）

0.4%

7.0%
2.7%

4.5%

11.3%

4.5%
11.4%

7.5%
5.6%

3.5%
8.0%

11.4%

20.5%
10.1%

12.7%
10.2%

12.8%
15.6%

18.5%

16.2%
17.7%
18.8%

39.0%

11.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

1パソコン基本操作
2パソコン応用操作

3語学スキル
4プレゼンテーションスキル

5人間関係スキル
6クレーム対応スキル
7交渉・折衝スキル

8意思決定能力スキル
9リーダーシップスキル
10経営感覚スキル
11事務改善スキル

12専門知識・技術スキル
13企画創造性スキル
14政策形成能力スキル
15政策評価スキル

16情報収集・活用スキル
17統計データ活用スキル

18法務能力スキル
19ＮＰＯとの協働スキル
20危機管理スキル
21広報スキル

22会議運営スキル
23部下の指導育成スキル

24その他

図Ｉ．身につけたい能力・スキル（問４（１））
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課題５ （資料５）部局・職場の人材育成力の強化

平成１６年度に実施した「職員研修ニーズ調査」結果から、上司が部下の

人材養成に積極的であると評価している人は で、残り は評価でき34.6% 65.4%
ないなど、総体的に職場での人材育成に関する項目についての評価が低く、

人材育成に対する管理監督者の意識や職場の風土が希薄であることが窺え

る。

職場研修の取組については、所属長の人材育成に対する意識や、職場研修

を進めるための課題設定や指導力に差があるなど、すべての所属で十分に行

われているとは言い難い状況にある。

資料５ 人材養成（研修全体）に対する評価（平成１６年度「職員研修ニーズ調査」結果）

2.59

2.25

2.68

2.35

2.58

2.34

2.2

1.93

2

1.89

2.61

2.6

2.19

2.67

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4

1県は人材育成に積極的である

2上司は部下の人材育成に積極的である

3指名制研修が充実している

4応募制研修が充実している

5各部の研修体系が確立している

6ＯＪＴが計画的に行われている

7ＯＪＴマニュアルが整備されている

8職場に学習風土が育っている

9自己啓発に対する支援が充実している

10職場外研修に参加しやすい雰囲気がある

11職場内の情報の共有化は進んでいる

12職場内の人権研修が実施されている

13自主的なグループ研究の機会が増えている

14研修全般に関する情報提供が充実している

評価度

図Ａ．現在の人材養成（研修全体）に対する評価（問２）

評 価 度 1 2 3 4
年 齢 区 分 評 価 で き な い ど ち ら か と い え ば 評 価 で き な い ど ち ら か と い え ば 評 価 で き る 評 価 で き る

２ ０ 才 未 満 0 . 0 % 1 0 0 . 0 % 0 . 0 % 0 . 0 %
２ ０ ～ ２ ５ 才 未 満 7 . 1 % 2 8 . 6 % 5 7 . 1 % 7 . 1 %
２ ５ ～ ３ ０ 才 未 満 1 3 . 4 % 3 5 . 8 % 4 4 . 8 % 6 . 0 %
３ ０ ～ ３ ５ 才 未 満 2 2 . 4 % 4 1 . 0 % 3 3 . 5 % 3 . 1 %
３ ５ ～ ４ ０ 才 未 満 3 0 . 8 % 4 9 . 4 % 1 6 . 0 % 3 . 8 %
４ ０ ～ ４ ５ 才 未 満 2 1 . 7 % 4 8 . 1 % 2 8 . 7 % 1 . 6 %
４ ５ ～ ５ ０ 才 未 満 1 3 . 4 % 5 2 . 8 % 3 1 . 0 % 2 . 8 %
５ ０ ～ ５ ５ 才 未 満 1 0 . 8 % 5 0 . 9 % 3 7 . 1 % 1 . 2 %
５ ５ 才 以 上 0 . 0 % 3 8 . 1 % 6 1 . 9 % 0 . 0 %
　 　 　 小 　 計 1 8 . 5 % 4 6 . 9 % 3 1 . 8 % 2 . 8 %
　 　 　 合 　 計 6 5 . 4 % 3 4 . 6 %
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